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【要 約】本稿では、貸借対照表上の資本の部の表示形式の変化について考察をしている。とりわけ、
平成 13年改正商法の前後、そして平成 18年 5月の会社法施行にいたるまでを中心としている。それ
はこの期間の資本の部が、従来と比べてドラスティックに変質し、変容したからである。本来、資本
の部の表示形式は、資本がもつ特質と軌を一にし、その具体化された“姿=カタチ”としてあらわさ
れるが、この期間における商法から会社法への一連の改正のなかで、資本制度が揺らぎ、資本の特質
とそれをあらわす区分表示とが一致しなくなってきたようである。こうした資本の部の表示が不自然
な状況において、そこでの資本の部が示す意義は何に求められるのであろうか。本来の資本の意義が
希薄化し、資本の部が、資本と利益を峻別するものでもなく、会社財産額を確保し資本維持を通じて
債権者保護をなすこともない状況では、多分それは、単なる表示による情報提供に留まるもののよう
に思われる。 
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1. はじめに 
 本稿の目的は、貸借対照表上の資本の部の表示形式の変化について考察することである。こ
こでは、2001年（平成 13年）6月の商法の改正（以下、「平成 13年改正商法」という）の前
後、そして 2006年（平成 18年）5月の会社法施行にいたるまでを中心に考察を行なう。それ
はこの期間の資本の部が従来のものと比べてドラスティックに変質、変容したからである。 
 本来的に資本の部の表示形式は、それがもつ特質と軌を一にし、具体化された“姿（=カタ
チ）”としてあらわされるが、上述した期間での商法から会社法に向けての一連の改正をみると
必ずしもそのようにはなってはいない。すなわち、その表示形式が資本の特質や機能をあらわ
すものとはなっていないことである。このため、本稿では、これまでの資本の部の変質とそれ
による表示形式の変化を辿り、そこでの区分表示が資本の特質をどのように写し出してきたの
か、これからの資本の部の表示が意味するところを考えてみたい。 
 本稿では、まず、これまでの資本の部の表示の経緯を示すが、それは平成13年を境界として、
①それ以前の表示（「旧商法による表示期間」という）、②以後の表示（「平成13年改正商法に
よる表示期間」という）に区分する。そして、会計上、①では「企業会計原則」による表示、 
同じく②では、企業会計基準 1号（2002年 2月公表、以下「会計基準 1号」という）による。 
 また、商法による表示は、①では計算書類規則（2000 年 3 月改正施行、以下「計算書類規
則」という）、②では改正された計算書類規則（2001年10月施行、以下「改正計算書類規則」
という）又は商法施行規則（2002年 3月公表、以下「平成 14年施行規則」という。2003年 4 
月改正施行、以下「平成 15年施行規則」という）に従う。 
 なお、会社法の施行に伴う表示についての規定とその略称等については後述する。また、本
稿は、株式会社を対象とし、個別財務諸表のみを取り扱うものとする。 
 
2.「資本と利益の区分原則」と表示 
 2.1 資本と利益の区分原則 
 企業会計原則では、一般原則 三.において「資本取引と損益取引とを明瞭に区別し、特に資
本剰余金と利益剰余金とを混同してはならない」と規定している。この原則は、「資本と利益の
区分原則」と呼ばれ企業会計の中枢をなす基本的な要請であるとともに資本の部を画定する重
要な原則である1。会計は、「資本と利益」の厳格な区別を要請しているが、ここで資本取引と
は、元手そのもの
．．．．．．
（払込資本）が増減する取引で、この取引により生じた剰余金は資本剰余金
である。また、損益取引は元手を利用する
．．．．
ことによる取引で、そこで生じた剰余金は利益剰余
金、つまり利益の留保額（留保利益）である。したがって、もし、これら 2つ取引が、混同さ
れて表示されるなら期間損益計算も正しく行われることはなく企業状況が適正に伝達されるこ
とはない2。なぜなら、純資産の部の増減が、それが元手そのものの増減によるものなのか、利
                                                          
1 森川（[2002],18-19頁）。 
2 企業会計原則（昭和 57年 4月 20日最終改訂） 注解２ 資本取引と損益取引との区別について（一般
原則 三）「(1)資本剰余金は、資本取引から生じた剰余金であり、利益剰余金は損益取引から生じた剰余金、
すなわち利益の留保額であるから、両者が混同されると、企業の財政状態及び経営成績が適性に示されな
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
いことになる
．．．．．．
。…（傍点は筆者）」以上、会計法規集（[2006],29頁）。 
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益の獲得によるものなのか、いずれによるかでその増減の意味が全く異なったものとなるから
である。 
 このことは、染谷（[1985],168頁）の次のような言葉からも明らかである。 
 「…払込資本と留保利益とを明確に区別することにより、株主に対して会社の資産
が分配されるとき、それが利益の分配であるか資本の払いもどしであるか明らかにさ
れる。留保利益は、その金額の範囲内で、会社が株主から委託された資本をそこなう
ことなく、会社の所有する資産を株主に分配できることを意味する。…会社の利益は、
会社の資産を株主に分配することによってはじめて株主の利益になると考えれば、明
らかに株主に帰属する払込資本の金額
．．．．．．．．．．．．．．
と、いまだ株主への帰属が確定しない留保利益
．．．．．．．．．．．．
の金額とを区別することはきわめて重要である
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
（傍点は筆者）。」 
 また、嶌村（[1989],70-71頁）も同様な見解を次のように述べている。 
 「…資本取引と損益取引との区別の必要性の 1つは、経営成績および財政状態の表
示にとって不可欠の前提をなすことにもとめられるが、それと同時に、継続企業を前
提にするとき、資本は本質的に維持拘束性を特質とし、利益はその増殖分であるため
に処分性が認められるという制度上の扱いの相違も、両者の区別を必要とする主要な
理由の 1 つである。…資本も利益もまったく同様に処分性を認めうるものであれば、
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
このような厳密な区分は必要としない
．．．．．．．．．．．．．．．．．
（傍点は筆者）。」 
 会計の目的は、企業の財政状態や経営成績を適正に表示することであり、それが利害関係者
の意思決定の拠り所となる。資本取引と損益取引を明瞭に区別すること、すなわち「資本と利
益の区分」は、元手そのもの（払込資本）の増減か、また元手の利用による（留保利益）増減
かの明確なる区別を要求し、それらは表示形式にもあらわれる。 
 
 2.2 旧商法による表示期間（①の期間の会計上の表示：企業会計原則） 
図表-1-1 
1982年（昭和 57年）4月 企業会計原則 
（第三 貸借対照表原則 四 (三）資本 A～D)による資本の部の表示 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅰ資本金 
Ⅱ剰余金 
 (1)資本準備金 
  ・株式払込剰余金 
  ・減資差益及び合併差益 
 (2)利益準備金 
 (3)その他の剰余金 
  ・任意積立金 
  ・当期未処分利益 
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 企業会計原則の資本の部は、「資本金」、「剰余金」に大別される。また、「剰余金」の部は、
「資本準備金」と「利益準備金」、「そ
．
の他の剰余金
．．．．．．
」と 3つに区分される。ここでは、前段の
「資本金」及び「資本準備金」が「資本取引」を、また後段の「利益準備金」及び「その他の
剰余金」が「損益取引」をあらわしている。資本準備金と利益準備金は、その性格が異なる3に
もかかわらず、剰余金の内訳科目として区分されているが、これは会計が、剰余金を資本金以
外の全てを含む概念として広く捉えていることを示すものである。ここでの表示は、「資本と利
益の区分原則」に従ったものとなっている。 
 
3. 商法における資本の部の機能と表示 
 3.1 商法上の資本の部の機能 
 商法では、資本は、会社財産を確保するための基準となる計算上の数額であるとし、また、
法定準備金4も法律の規定により資本の部に計上することを要する計算上の金額、と定義してい
る5。つまり、商法にとって、資本（金）や法定準備金は、単に会社財産を拘束するための計算
上の数額であり、いわば器（入れ物）
．．．．．．
として存在しているようである。 
 竹内（[2001],92-93頁）は、資本（金）や法定準備金を「ダム」という器（入れ物
．．．．．
）に例え
て、次のような説明をしている。 
 「法律上の資本と法定準備金は、ダムにたとえることができよう。会社の設立や新
株発行に当たり、株式の引受人が約束し履行した出資の額は、すべて社内に蓄積され
る。そのため、株式の発行額全額をもって資本とするのが原則とされる。…発行価額
全額が会社という貯水池に流れ込み、かつ蓄えられる。…出資全額を貯水するための
ダムが資本であり、資本に上乗せして築かれた補助ダムとしての法定準備金である。
…決算期における会社資産の額が資本というダムとそれを上乗せして築かれた法定
                                                          
3 資本準備金と利益準備金とは会計的には性格は全く異なる。前者は払込資本の 1部であり、後者は留保
利益の 1部の積立である。 
4 資本準備金と利益準備金を合せて「法定準備金」という。ここで「法定」とされるのは、準備金の積立
が法律で強制されているからである。 
5 弥永（[2003],2-3頁）。その他、竹内（[2001],90-91頁）「…会社債権者の利益を保護するためには、―
株主の有限責任の原則の裏づけとして―会社財産の社外流出につき厳重な法的規制を加える必要がある。
そのために中核機能を果たすのが資本である。それは会社財産を確保しなければならない基準として設定
する一定の金額であり、観念的な数額
．．．．．．
である（傍点は筆者）。」、 鈴木（[1994],825頁）「…資本というの
は、現行商法における真の意義のおける意味であって、法定の手続によって定められ、かつ、登記および
貸借対照表により公示される一定の数額であって
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、会社資産を会社に留保させる最小限度を示すものをい
う。これは、株式会社の計算の基準となり、会社債権者に対して会社資産が担保となっている基準を示す
．．．．．．．．．．．．．．．．．．
数額
．．
であり、貸借対照表中資本の部に掲げて、これを控除して利益を算定する数額
．．．．．．．．．
である（傍点は筆者）。」、 
龍田([2003], 323-324頁）「…株式会社法でいう資本は資本金であり、会社財産を維持する目標の働きを持
．．．．．．．．．．．．．．．．
つ計算上の数額である
．．．．．．．．．．
（傍点は筆者）。」、 前田（[2000],13頁）「…資本という制度であって、それは『会
社財産を確保するための基準となる一定の金額』のことである。いいかえれば、会社財産がこれより下回
ってはならないという基準となる金額が資本である。」、 田中（[1994],22頁）「…資本というのは、…会
社財産を確保するための基準となる一定の金額のことである。」 
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Ⅰ資本金 
Ⅱ法定準備金 
 ・資本準備金 
   株式払込剰余金 
   減資差益＊1及び合併差益 
 ・利益準備金 
Ⅲ剰余金 
 ・任意積立金 
 ・当期未処分利益（又は未処理損失） 
Ⅳ評価差額金 
＊１： 減資差益は資本準備金の１項目で
その取崩しは、厳しく制限されてい
る（旧商法 289条）。 
準備金という補助ダムの高さに達しなければ、配当や賞与として会社資産を分配する
ことは許されない。配当可能剰余金として社外に放出できるのは、資本プラス法定準
備金というダムを乗りこえてあふれた財産である。…」6  
 商法上、「資本や法定準備金」は会社財産を示す単なる数額であるとするが、会社財産がこの
金額を下回る場合、社外流出は認めず、超過する額だけを剰余金として配当可能なものとする。
商法上、資本や法定準備金は、会社が最低限、確保し維持していくべき金額（財産）を示し、
こうした（資本の）維持は配当規制を通して行われる。すなわち、債権者を保護するという商
法上の資本の役割7は、配当規制上の資本維持により達成される。したがって、表示形式もこれ
に従い、商法上の資本の部は、配当規制上から、それは配当可能か否か、または法的拘束がな
されているか否か、という観点から区分表示される。 
 
 3.2 旧商法による表示期間（①の期間の旧商法上の表示：計算書類規則） 
図表-1-2 
2000年（平成 12年）3月改正 計算書類規則による資本の部の表示 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                          
6 その他、同様の見解に神田（[2003],180-181頁）がある。「…株式会社では、有限責任のため会社財産
．．．．．．．．．．．
のほかには財産的基礎がないので、商法は、資本という一定額を基準として、それにさらに法定準備金と
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
いう制度を設け、これらに対応する会社財産を維持することを求め
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
、それを超える部分に限って利益とし
て株主に配当することを認める（傍点は筆者）。･･･」 
7 商法の資本の部の役割は「債権者保護」にある。そしてそれを実質的に支えるものとして、資本の 3原
則（①資本充実の原則、②資本維持の原則、③資本不変（確定）の原則）がある。すなわち、間接有限責
任を負う株主と異なり会社債権者にとって唯一の担保が会社財産であることから、資本に相当する金額は、
現実に会社に拠出されていなければならず（資本充実）、その金額が現実に保有され、その金額が維持され
ていくこと（資本維持）、そしてその金額はみだりに変更しない、とりわけ減少させないこと（資本不変）
が求められる。 
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 計算書類規則では、資本の部の資本金や法定準備金は、維持拘束されるもの
．．．．．．．．．
、つまり配当不
．．．
能な部分
．．．．
で法的拘束を受ける項目として、また、剰余金は、配当可能な部分
．．．．．．．
、法的拘束されな
い項目として表示されている。こうした区分表示は商法上の資本の意義（債権者保護）にかな
った表示であり明確である。 
 なお、評価差額金の表示は、「その他有価証券」の時価評価導入（平成 11年改正）による評
価差額金を示すが、それは商法上の配当財源から除外されている。 
 
4. 資本の部の変質と表示形式の変化 
 資本の部の変質が認められるのは平成 13 年改正商法からである。会計サイドからこの改正
での重要な点を挙げれば、次の 3点である。 
 (1) 自己株式の取得・保有・消却を認めたこと（210条、旧商法 211条の削除） 
 (2) 法定準備金の制度の改訂により一定の制限はあるが、資本準備金の取崩しを認め、その 
   減少差益を配当財源としたこと（289条②・③、290条） 
 (3) これまで資本準備金の 1項目であった減資差益をその区分から削除し、これも配当財源 
   としたこと（288条ノ 2 ①四の削除、289条②・③、290条） 
 すなわち、(1)自己株式処分差益、(2)法定準備金の改訂による資本準備金の取崩し差益、
(3)減資差益等が、新たな配当可能財源として容認されたことである8。 
 これまで、自己株式処分差益は、株主からの払込資本と同様の性質を持つことから資本剰余
金とすることが適切であるとされていた。また、法定準備金等についても、旧商法は、その 289
条 1 項で“資本の欠損に対して填補する場合に限る”と厳しく制限されており、減資差益も、
同じく 288条ノ 2、1項 四にて資本準備金として積み立てが要求されていたものである。しか
しながら、平成 13 年改正商法は、これらを配当財源に組入れ、配当規制に関する剰余金、準
備金の区別を事実上無くしてしまったのである9。 
 こうした改正については、会計サイドから多くの批判がなされたが10、商法サイドからは、
                                                          
8 その他、額面株式の廃止（旧商法 166条①四の削除）、新株予約権制度（同年 11月の改正により）の導
入等の改正がなされた。 
9 株主総会の決議により、資本準備金及び利益準備金の合計額からその資本金の 4分の 1に相当する額を
控除したる金額を限度として減少することを認めている（平成 13年改正商法、289条 2項）。そしてまた、
減資差益も資本準備金の項目から削除している（同、288条ノ 2）。 
10 野口（[2002],17頁）は次のような批判を述べている。「…商法改正の結果、資本準備金の取崩によって
生ずる剰余金も資本金の取崩によって生ずる剰余金も配当財源とされてしまったため、払込資本の 1 部が
商法 290条の『利益』に含まれる余地が生まれた。所定の手続きを経た払込資本は、商法上の利益の概念
．．．．．．．．．
に含まれることになったのである。その概念
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
は会計学上の利益の概念とも、経済学における利潤の概念と
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
も、一般的な感覚での利益の概念とも一致しない商法独特なものとなった。
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
そのような観点からすると、
払込資本の払戻が『利益の配当』と称される手続きによって行われることは、利害関係者の判断を誤らせ
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
る可能性があり、改善しなければならない。
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
資本制度が変質している以上、商法 290条などにおいて『利
益の配当』という表現を用いるべきではなく、『会社財産の分配』あるいは『会社財産の払戻』という誤解
を招かない表現に改めるべきである（傍点は筆者）。」 
同じく、中村（[2001],5 頁）は「･･･この法定準備金が平成 13 年の改正で大幅に変わった。改正点は、
①利益準備金の積立方式が変更されたこと、②減資差益が資本準備金から駆除されたこと、③新たに株式
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Ⅰ資本金 
Ⅱ法定準備金 
 ・資本準備金 
 ・利益準備金 
Ⅲ剰余金 
 ・任意積立金 
 ・当期未処分利益（又は未処理損失） 
 ・その他の剰余金＊2 
   資本準備金減少差益＊2 
   減資差益＊2 
Ⅳ評価差額金 
Ⅴ自己株式（マイナス表示）＊3 
＊2： 減資差益が、それまでの「資本準備金」
の項目から「その他の剰余金」の 1項目
となり、配当可能財源となる。また、「資
本準備金減少差益」の項目も同様の扱い
となる。 
 「その他の剰余金」項目は、平成 13年
改正商法で生じた当該項目を収容する区
分項目である 
＊3： 自己株式（金庫株）の取得・消却・売
却が可能となったことから貸借対照表上
にその表示方法（計算書類規則 34条④）
が定められた。 
それほどでもなく大方、受け入れられているという11。 
 しかしながら、こうした改正が資本の部の表示部分に影響したことは確かであり、この時期
の表示形式は、度々の改正により混乱がみられる。 
 
4.1 平成 13年改正商法と表示 
図表-２ 
平成 13年改正商法を受けての計算書類規則の改正（2001年（平成 13年）10月 1日施行 
：改正計算書類規則 34条～35条）による資本の部の表示 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                                                                                                                        
総会の決議により法定準備金を取崩すことができるようになったことである。これらはいずれも会計の立
．．．．．．．．．．．．
場からは好ましくない改正である
．．．．．．．．．．．．．．．
。･･･（傍点は筆者）」 
また、武田（[2002],237 頁）は、会計学、商法の両視点から一連の改正が、“資本制度の変質を示すも
の”であるとして次のような見解を述べている。「…法定準備金の減少手続きは、商法が定めている法定準
備金に関する拘束（取り崩しに係る規則および配当規制）を取り外す効果を伴うものである。したがって、
利益準備金が維持資本から解放されて処分可能領域に振り替えられることは当然としても、資本準備金の
減少額は本来株主の払込資本であるにもかかわらず、これもまた処分可能領域に振り替えられてよいとい
うことになる。つまり、商法上の『利益ノ配当』として株主に分配され得る金額が変質するのである
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
（傍
点は筆者）。」 
11 弥永（[2003],2頁）は「平成 13年商法改正により、･･･商法の見地からは法定準備金の減少の制度自体
は大方の支持を得ている･･･」と述べている。さらに弥永（[2003],10頁）は「…（商法上、）『資本』は配
当規制上の概念であり、債権者保護という政策的な観点から設けられていると解されており、何を『資本』
とすべきか、視点を変えれば、どれだけの金額を配当可能限度額とすべきかは政策的に決まるものと考え
られてきた。･･･」としたうえで、「…『資本』の源泉が社員の出資でなければならないという論理的必然
性はないし、逆に、社員の出資をすべて『資本』としなければならないとも言い切れない」として商法は、
その分類表示について、資本の内容や源泉区分までは立ち入らないことを明言している。このことは、「資
本および法定準備金」の額に相当する財産が、会社のなかでどのような“形”で保有されているかは問題
ではなく、資本の増加・減少すること又は法定準備金の額が増加・減少することそれ自体が現実の会社財
産の増減を意味するものではないと考えられ、ここに商法サイドの考えが反映しているのであろう。 
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Ⅰ資本金 
Ⅱ資本剰余金 
 (1)資本準備金 
 (2)その他資本剰余金 
   資本準備金減少差益 
   減資差益 
   自己株式処分差益＊4 
Ⅲ利益剰余金 
 (1)利益準備金 
 (2)任意積立金 
 (3)当期未処分利益 
Ⅳ評価差額金 
Ⅴ自己株式（マイナス表示） 
 図表-2は平成 13年 6月の改正商法を受けた改正計算書類規則による資本の部の表示である。
ここでは資本準備金の取崩減少益や減資差益が「その他の剰余金」の内訳項目として表示され
ている。他方、自己株式の取得を資本の部でマイナス表示としたことについては、商法が「自
己株式の取得」の考え方を従来の「資産説」から実質的な資本の減少とみる「資本減少説」へ
と改めたことを示すものである12。 
 図表-2では、図表-1-2のように「資本金」、「法定準備金」、「剰余金」という商法が求める配
当規制上の区分表示は維持されているものの「剰余金」の内訳科目である「その他の剰余金」
項目には注目できる。それは、資本取引であるにもかかわらず配当可能財源となったものを 1 
つに括りそこに区分表示しているからである。同じ配当可能財源である「剰余金」でも任意積
立金等とは性格の異なる「剰余金」であるためそうした区分をしたのであろうが、この表示か
ら、従来の配当規制上の区分表示の“崩れ”を知ることができる。 
 なお、図表-2では自己株式の取得について、その表示はしたものの売却等の処分処理までの
表示はなくそれらは図表-3以降に引継がれる。 
 
図表-3 
2002年（平成 14年）3月 29日施行の商法施行規則（平成 14年施行規則）の資本の部の表示 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                          
12 桜井（[2002],4-10頁）は「･･･改正商法での自己株式が依拠するのは、実質的減資説である･･･」との
見解を述べている。 
＊4： 図表-2 では自己株式の処分の表示が示され
なかったが、平成 14年 2月公表の企業会計基
準第１号では、その処分は、その他「減資差益」
等と同様に「資本剰余金」のうち「その他資本
剰余金」の 1項目として表示される。 
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Ⅰ資本金 
Ⅱ資本剰余金 
 (1)資本準備金 
 (2)その他資本剰余金 
 ・資本準備金減少差益 
 ・減資差益＊5 
 ・自己株式処分差益 
Ⅲ利益剰余金 
 (1)利益準備金 
 (2)任意積立金 
 (3)当期未処分利益 
Ⅳ土地再評価差額金＊5 
Ⅴ株式等評価差額金＊5 
Ⅵ自己株式（マイナス表示） 
＊5：図表-4、次に示す図表-5 との違いは、図表-５
では、この「減資差益」の項目が「資本金及び
資本準備金減少差益」に変更されている点であ
る。 
 なお、評価差額金が、土地の再評価と株式等
の評価に区分され独立して表示されている。こ
れは次の図表-5等に引き継がれている。 
図表-4 
2003年（平成 15年）4月 1日の施行前までの改正商法施行規則（案）（69条～71条）＊の 
資本の部の表示 
＊：武田（[2002], 483-484頁）を参照して作成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図表-3、図表-4では、自己株式の処分差益（自己株式処分差益）が表示され、それは資本準
備金減少差益や減資差益と同じように、「その他資本剰余金」の部に示されている。本来、資本
剰余金は払込資本として配当不能な部分であるが、そこにこれら配当可能財源がまとめて表示
されるのである。自己株式処分差益の表示について、中村（[2002],5 頁）は前述（図表-2）し
た商法の自己株式取得にかかる「資産説」から「資本減少説」への変更という見解が正しいか
否か、それははっきりしないとして、「･･･もし、資本控除説を採ったのであれば、取得した自
．．．．．
己株式の売却益は資本準備金とならなければならないのに、改正法はそのような手当てをして
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
いない
．．．
･･･」と述べ、こうした表示は結局のところ「･･･自己株式は資産であるけれども資産性
に問題があるので、資本の部の控除項目とする妥協的な態度
．．．．．．
だ･･･（いずれも傍点は筆者）」と
資本控除説の不自然さ、そして「その他資本剰余金」項目へ区分することの疑義を述べている。 
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Ⅰ資本金 
Ⅱ資本剰余金 
 (1)資本準備金 
 ・株式払込剰余金 
 ・合併差益 
 (2)その他資本剰余金 
 ・資本金及び資本準備金減少差益＊5
 ・自己株式処分差益 
Ⅲ利益剰余金 
 (1)利益準備金 
 (2)任意積立金 
 (3)当期未処分利益 
Ⅳ土地再評価差額金 
Ⅴその他有価証券評価差額金＊6 
Ⅵ自己株式（マイナス表示） 
Ⅰ資本金 
Ⅱ資本剰余金 
 (1)資本準備金 
 ・株式払込剰余金 
 ・合併差益 
 (2)その他資本剰余金 
 ・資本金及び資本準備金減少差益＊5 
 ・自己株式処分差益 
Ⅲ利益剰余金 
 (1)利益準備金 
 (2)任意積立金 
 (3)当期未処分利益 
Ⅳ土地再評価差額金 
Ⅴ株式等評価差額金＊6 
Ⅵ自己株式（マイナス表示） 
＊6：上図表で商法施行規則と企業会計基準 1
号との違いは「株式等評価差額金」と「そ
の他有価証券評価差額金」の表示の違い
のみである。 
図表-5-1 
企業会計基準第 1号「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準（2002年（平成 14年）2月 
21日企業会計基準委員会：会計基準 1号）」の資本の部の表示 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表-5-2 
2003年（平成 15年）4月１日施行の商法施行規則（平成 15年施行規則 88条～91条）による 
資本の部の表示 
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 これまでの会計上の資本の部の表示は、企業会計原則に拠っていた。しかし、企業会計基準
委員会（以下、「ASBJ」という）の発足13により、それ以降は ASBJが公表する基準に従う。
ASBJ は 2002 年（平成 14 年）2月、その第 1号である、「自己株式及び法定準備金の取崩等
に関する会計基準」（会計基準 1号）を公表し、そこで平成 13年改正商法の内容を織り込んだ
資本の部の表示区分（図表-5-1）を明らかにしている。また、商法施行規則も再度改正され、
2003年（平成 15年）4月 1日に施行されている（平成 15年施行規則）。 
 会計基準 1 号と平成 15 年施行規則、これら 2 つの表示形式は、ほぼ同じ（＊6の通り）で
あり、そこでは「資本金」、「資本剰余金」と「利益剰余金」、そしてその他の項目として「土地
再評価」等の項目が示されている。資本の部が「資本剰余金」、その内訳項目として「資本準備
金」、「その他資本剰余金」、また「利益剰余金」、その内訳項目として「利益準備金」等に区分
表示されるのは、図表-3（平成 14年施行規則）からである。図表-5-1（会計基準１号）や図表
-5-2（平成 15年施行規則）の表示形式はそれらを引き継いだものであるが、会計基準１号の「結
論の背景」によれば、平成 13 年改正商法による新たな配当可能財源を表示するため「資本剰
余金」の内訳項目として「その他資本剰余金」項目を設けたと述べられている14。すなわち、
それは「払込資本」であるにもかかわらず“配当可能財源である”と表示するためである。 
 一方、商法サイドでは、法務省民事局が「･･･企業会計の資本と利益の区別の考え方に対応す
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
る
．
ため、貸借対照表の資本の表示を変更し、従来の資本金、法定準備金及び剰余金という区分
から資本金、資本剰余金及び利益剰余金という区分にする
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
･･･（傍点は筆者）」15と述べている
ように、これは会計の区分表示への歩み寄りを示したものと理解できる。 
 このような区分表示は、これまで商法がとっていた配当規制上の区分表示から、資本金、資
本剰余金、利益剰余金と区分する会計上の表示に改めたことで表示形式を統一したことは認め
ることはできる。しかしながら、これまで配当財源ではなかった資本剰余金の内訳科目に配当
可能財源である「その他資本剰余金」が表示されたことから、配当規制上の区分からも、剰余
金の内容についても資本の部が“曖昧なもの”となったことは確かである。 
 会計では、これまで「資本と利益の区分原則」により、資本取引、損益取引の区分表示をな
し、それが期間損益計算を可能なものとしてきた。また、商法においても、資本の源泉区分は
ともかく、配当可能及び不能額を画定することで債権者の唯一の担保額である会社の財産額を
表示し維持させ、また、その充足をなし、債権者保護という役割を果たしてきた。しかしなが
                                                          
13 2001年（平成 13年）7月、財団法人 財務会計基準機構 企業会計基準委員会が発足した。 
14 会計基準による表示の考え方、すなわち資本剰余金、利益剰余金という区分表示について、会計基準第
1号の「結論の背景」では次のような説明がなされている。「･･･改正商法により資本準備金の取崩によっ
て生ずる剰余金が発生し、また資本金の取崩によって生ずる減資差益が資本準備金に計上されなくなった
ことから、株主からの払込資本でありながら資本金、資本準備金では処理されないものが生ずることにな
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
った
．．
。･･･自己株式処分差益もそのケースに該当する（52項）･･･これらに対応
．．
するために、資本性の剰余
金を計上する資本剰余金の区分を設け、商法で定める資本準備金とそれ以外のその他資本剰余金に区分す
る（53項）、･･･また、資本剰余金の区分を設けるのに合わせ、利益性の剰余金を計上する利益剰余金の区
分を設ける（54項）･･･（傍点は筆者）。」 
15 「平成 13年商法改正等に伴う『商法施行規則』制定に関する意見募集」 平成 13年 2月 15日から 3
月 11日まで 法務省民事局 6.(2)、ウ、(ア) 改正理由より。 
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ら、平成 13年改正商法ではこうした資本制度が一変していまい16、上述したように、資本の区
分表示の論理性、統一性が失われ、資本の部と表示の連携についての説明ができなくなった。 
 すなわち、資本性のある、また利益性のある剰余金の区別は、いずれも配当可能財源として
の性質を持つようになったことから、その必要性はなくなったのである17。こうした傾向は、
会社法ではいっそう顕著なものとなっていく。 
 
 4.2 会社法の施行と表示 
  4.2.1 表示概要 
 2006年（平成 18年）5 月 1 日、「会社法」が施行された。会社法の特徴の 1つは、本来な
ら法律の本文で規定すべき事項を「･･･法務省令で定めるところにより･･･」という文言にみる
ように多くを省令委任したことで、とりわけ計算規定（会社計算規則、第 3 章、「会計帳簿」
のうち純資産については 36 条～88 条に、表示規定は 89 条～148 条に、その内純資産の部の
表示は 108条に規定されている）にその傾向がみられた。計算規定は、「会社計算規則」（以下、
「計算規則」という）として 2006年（平成 18年）2月に公布され、会社法と同時に施行され
ている。 
 他方、会計では、ASBJが 2005年（平成 17年）12月に企業会計基準第 5号「貸借対照表
の純資産の部の表示に関する会計基準」（以下、「会計基準 5号」という）を新たに公表し、そ
の後、再度、会計基準 1号の関連規定を改正公表している。両者の表示は以下、図表-6に示す。 
 
                                                          
16 なぜ、そのような改正がおこなわれたのか。中村（[2002],8頁）は、法務省の担当官の説明は説得力に
欠けるとして退け、「･･･平成 13年の改正は自己株式の取得を原則として自由にすることを主眼とするも
のであり、その取得限度額を拡大するために法定準備金制度の改正が行われた･･･」と述べている。 
17 資本準備金、利益準備金はこれまでも述べてきたようにその性質は異なったものである。しかし、この改
正では異なった性質のものが１つになって区分を必要しなくなったのである。この点について中村（[2006], 
14頁）は「･･･資本準備金と利益準備金は、会計的性格が全く違う。前者は払込まれた資本の 1部であり、
後者は稼得された利益だからである。そのため商法上も後者は長年にわたって資本金の 4分の 1が積立限
度額とされたのに対し、前者にはそのような限度額はなかった」として各々が変質してきたことを述べて
いる。 
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純資産の部 
Ⅰ株主資本 
 1.資本金 
 2.新株申込証拠金 
 3.資本剰余金 
  (1)資本準備金 
  (2)その他資本剰余金 
        資本剰余金の合計 
 4.利益剰余金 
  (1)利益準備金 
  (2)その他利益剰余金 
    ××積立金 
    繰越利益剰余金 
        利益剰余金合計 
 5.自己株式 
 6.自己株式申込証拠金 
          株主資本合計 
Ⅱ評価・換算差額等 
 1.その他有価証券評価差額金 
 2.繰延ヘッジ損益 
 3.土地再評価差額金 
       評価・換算差額等合計 
Ⅲ新株予約権 
            純資産合計 
純資産の部 
Ⅰ株主資本 
 1.資本金 
 2.資本剰余金 
  (1)資本準備金 
  (2)その他資本剰余金 
        資本剰余金の合計 
 3.利益剰余金 
  (1)利益準備金 
  (2)その他利益剰余金 
    ××積立金 
    繰越利益剰余金 
        利益剰余金合計 
 4.自己株式 
          株主資本合計 
Ⅱ評価・換算差額等 
 1.その他有価証券評価差額金 
 2.繰延ヘッジ損益 
      評価・換算差額等合計 
Ⅲ新株予約権 
           純資産合計 
図表-6 
会社計算規則第 108条（2006年 5月 1日施行）    企業会計基準第 5号（2005年 12月９日公表） 
による                    「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」 
                         及び「会計基準 1号」による 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 計算規則による表示は、ここでも平成 15年施行規則とは大きく異なっている。すなわち、「資
本の部」が「純資産の部」へと改められたこと、また「純資産の部」は「株主資本」、「評価・
換算差額等」、「新株予約権」と 3項目に大別されていること、そしてそこでの株主資本は、「資
本金」、「資本剰余金」、「利益剰余金」として区分されていること、さらには、利益剰余金の区
分に「繰越利益剰余金」18項目が設けられている等、である。 
                                                          
18 これまでの当期純利益と繰越利益に代えて新しく設けられたものである。その他利益剰余金のうち、任
意積立金のように、株主総会又は取締役会の決議に基づき設定される項目については、その内容を示す科
目で表示するが、それ以外の項目をこの「繰越利益剰余金」として表示する。以上、会計基準 5号 35項。 
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 当初、純資産の部を株主資本19と「その他の純資産」に区分し、「その他の純資産」の中を評
価・換算差額等や新株予約権に区分する考えもあったようであるが、株主資本をその他の項目
と比べてより強調する
．．．．．．
ため、その他の純資産を一括りにする意義が薄いということで採用はさ
れなかった20。しかしながら、株主資本の項目は、当期純利益と
．．．．．．．．．．．．．．．
それを生み出す重要な項目で
．．．．．．．．．．．．．
あり、未だ当期純利益に含められてもいない評価・換算差額等や未だ払込みを受けていない新
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
株予約権の項目とは区別する必要はあった
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
のである。 
 
  4.2.2 純資産（資本）の部の特質と若干の考察 
 平成 13 年改正商法により資本の部は一変したが、会社法ではそうした改正が“より洗練さ
れたルール”として引き継ぎされたという21。これを純資産（資本）の部に限ってみれば、
①最低資本制度の廃止、②統一的財源による配当規制、③剰余金概念と分配可能額等が重要で
ある。 
 資本金は、払込資本で資本準備金とともに会社財産を示す金額であり、最低資本金制度22は
債権者保護と資本充実に対する担保額であったものである23。しかし、会社法では、その 447
条 2項（計算規則 48条②、74条）でこの最低資本金制度を廃止してしまった24。つまり、資
本金は設立時から「零」でもよく、また減資で「零」にしてもよいことになったのである25。
その理由として、会社法の目的が、会社設立に際しての大幅な規制緩和にあったこと26、また、
                                                          
19 中村（[2006],13頁）は、株主資本という新たな概念について「･･･アメリカでは純資産は持分（Equity）
と呼ばれ、株式会社の場合は株主持分である。しかしわが国では株主持分という概念を採用せず、それよ
り狭い株主資本というわが国固有の概念を採用している」として、それは、わが国固有の概念であること
を述べている。 
20 会計基準 5号 31項。 
21 神田（[2006 a],42-46頁）。 
22 1990（平成 2 年）年の商法改正で導入された「最低資本金制度」を指す。それによると、株式会社
にあっては 1,000万円、有限会社（出資金）にあっては 300万円がその最低資本金額として定めている。
前田（[2000],14-15 頁）は最低資本制度導入の意義を次のように述べている。「･･･株式会社では、株主が
間接責任を負うにすぎず、会社債権者が債権の満足を受けるためにあてにできるのが会社財産だけである
ことから、会社財産を確保するための基準となる金額として資本の制度が設けられているのであるが、こ
の基準となる金額が小さくては資本の制度を設けた意味がない。そこで、平成 2 年商法改正で、株主が間
接有限責任の利益を享受するための最小限度の代償として、･･･最低資本金制度を導入したのである。」 
23 近藤（[2006],322頁）。 
24 但し、会社法 27条 4項にて、設立に際して会社が出資すべき額またはその最低限が定款の記載事項と
されている。 
25 但し、「零」という金額がないため最低 1円ということになる。 
26 神田（[2006 a],42-46頁）は、会社法の底流にあるものは①ファイナンス分野、②ガバナンス分野、③
会計法制、④ベンチャー企業育成等の 4つの分野であるとしているが、そのうち④ベンチャー企業育成で
は、次のように述べている。「･･･ベンチャー企業育成等では、企業をサポートする様々な規制が緩和され
また撤廃された。たとえば、最低資本金制度の撤廃である。これはいわば最低資本金制度を因数分解して、
設立の時に果たす機能と剰余金分配の時に果たす機能を区別すると整理をしたことであるとされ、資本金
の機能分化を意味している･･･」。 小林（[2005],21頁）も「･･バブルの崩壊後の不況のもと、新たな事業
の創出という観点から、起業を促進する必要があるが、最低資本金は新たな起業の障害となっているとの
批判がなされた。また、諸外国においても、資本制度の見直しの議論の中で、高額の最低資本金制度は、
新規参入の障害になるとの問題点が指摘された。･･･」と述べている。 
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資本金を単なる数額としてみる商法独特の資本観によるもの27であったことが挙げられるが、
会計サイドからは、資本金が「零」であることに、また、この改正から 100％の減資も可能と
なることに理解ができない。資本金額が単なる数字上であっても、それは登記事項でもあり、
また、利害関係者が資本金額を知り会社財産が判断できるような一定の基準を示すものである。
また、会社設立時に資本金が「零」でもよいとは、負債、つまり借入金、社債等による資本調
達を意味しており、そこには「資本」の存在だけでなく、株式を発行することで資金の調達を
する「株式会社」の存在までも否定しているように思われてならない28。 
 次に、会社法では、利益の配当、中間配当また資本・準備金の減少に伴う払い戻し、自己株
式の有償取得、利益処分による金銭の配当等、これらのすべてが会社財産の株主に対する同じ
払戻しであるとして、統一的に捉えて横断的に規制することとしている。ここでの「統一的に
捉えて横断的に規制する」とは、配当可能財源の範囲をより広く捉えようとするもので、配当
に関して“資本と利益の区別はしない”ことである。こうした考え方は、2001年（平成 13年）
の商法改正で既に実施されていたのであるが、会社法でさらなる徹底が図られたようである29。 
 具体的には、統一的な配当財源として「剰余金」（会社法 446条①一～七、計算規則 177条
～178条）を規定し、「剰余金による配当」という新たな配当規制を設けたことである。つまり、
従来の商法の「配当可能利益」を「分配可能額」（会社法 461条②、計算規則 184条～186条）
に代えて剰余金を含めた分配可能限度額を計算し配当することにしたのである。よって、これ
までの「利益による配当」が「剰余金による配当」へと配当規制は大きく転換することとなっ
たのである。 
 剰余金は、株主資本のうち資本金と準備金を除いた額で自己株式の取得がないとすれば「そ
の他資本剰余金」と「その他利益剰余金」の合計額であるが、もし当該会社が臨時決算を行な
．．
わな
．．
いならば
．．．．
その時点までの期間損益の変動は含まない分配可能額の増減（金銭の分配や資本
金の減少）等がそれらに加わる。本来的に剰余金はそのすべてが配当可能とされるものである
                                                          
27 神田（[2006 b],29頁）は、元来、資本金は貸借対照表上公表される単なる数字に過ぎないものであり、
何が役割かといえば、それは剰余金分配のためにクッションで分配可能額計算のための引き算のもとに
なる金額といったものである。そうであれば、その金額は「零」でもかまわないものだ、といい、また、
小林（[2005],21頁）も会社設立時においては、会社債権者の保護に役立つところは少なく、最低資本金制
度はかえって足枷になる、と述べている。 
28 こうした最低資本金制度の廃止についての議論は、稲葉・郡谷（[2006],157-161頁）の対談「会社法
の主要論点をめぐって－5.資本金を零にすることを認めた理由」において詳しく議論がなされている。ま
た、稲葉（[2006], 145-148頁）の「3 会社法へのいくつかの疑問」の中でも議論が述べられている。ま
た、法律学者である片木（[2005],54頁）は最低資本金制度の廃止について次のような危惧の言葉を述べて
いる。「･･･わが国の一連の改正で、資本制度にもとづく資産維持機能がなし崩し的に弱体化していく中で、
債権者の事後的な救済手段を強化する立法的な手当てはなされていない。特に最低資本金制度の完全撤廃
により、同制度確立前に頻出した、法人格の形骸化を根拠とする法人格否認紛争の再来が予想される。･･･」 
29 2005年（平成 17年）2月 17日法制審議会答申「会社法制の現代化に関する要綱」第 6 計算関係、
では①財源規制を課す剰余金の分配範囲、②財源規制における分配額算定の方法、③剰余金分配に係る取
締役の責任、④剰余金分配の手続き、⑤資本の部の計数の変動手続き等、が規定されている。会社法はこ
の答申に拠っている。 
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が、債権者保護の見地から分配可能額にはいくつか制限が設けられている30。 
 これまでの利益による配当が改められ、横断的な統一的配当財源である剰余金による分配可
能額を限度として配当がなされる。しかしながら、剰余金には、期間損益計算による利益ばか
りでなく、資本金の減少、資本準備金の減少によるもの、そして自己株式の売却等にみるよう
な資本性の剰余金、それから利益性の剰余金までも混在しており、こうした剰余金からの配当
には疑問を抱かざるを得ない。それは、資本金が「零」でもよく、また、「資本と利益の区分」
も無くてもよいとする、そうした資本の部からは「資本の意義」を見出すことができないから
である31。 
 
5. 計算規則の表示形式の考察 
 図表-6の計算規則をみるとおり、純資産の部は、①株主資本、②評価・換算差額、③新株予
約権に区分されている。株主資本は、資本金、資本剰余金、利益剰余金、自己株式等に細分さ
れ、その内、資本剰余金は、資本準備金、その他資本剰余金に、また、同じく利益剰余金は、
利益準備金とその他利益剰余金に区分され、会計上の表示として資本性、利益性の剰余金の区
別がなされていることは理解できる32。 
 しかしそうであれば、株主資本にこうした区分は果して必要とされるのであろうか。前節で
も述べたように会計上の資本の部は平成 13 年改正商法において曖昧なものとなり、現在また
それは会社法に引き継がれ、さらに、資本項目間の変動として株主資本の区分では、資本剰余
金、利益剰余金各々の内部での相互振替（計算規則 49条～52条）、資本金から資本準備金への
振替（会社法 447条）、その他資本剰余金からの資本金への振替（会社法 450条、計算規則 48
条①ニ）が可能となり、また、最低資本金制度の廃止をみたことから維持すべき資本の額も疑
                                                          
30 会社法での債権者保護機能は、厳格なる配当規制や法による債権者保護手続きにて行われる。このため、
分配可能額の計算については資料（18-19頁）の通り詳細である。その他の配当規制としては、配当にあ
たり、資本準備金と利益準備金の合計額が資本金の 4分の 1に達するまで、配当総額（剰余金）の 10分の
1を積立てる（会社法 445条④）こと、株式会社の純資産額が 300万円を下回る場合、分配可能額から除
く（会社法 458条）等が規定されている。 
31 会社法では、資本の 3原則（①資本充実の原則、②資本維持の原則、③資本不変の原則）の存在もそ
れほど厳格なものではなくなってきた、という。神田（[2006 b],29-30頁）は、資本充実の原則について、
“はじめに資本金ありき”という定義では、この原則は消滅してしまった、と述べており、その理由とし
て、会社法では“はじめに実財産ありき”ということから、払込金額それ自体を実財産として会社を出発
させることが可能となったこと、を挙げている。同様に、資本不変の原則も、払込みが無くても払込みが
あった分だけで株主資本を形成できるということから、この部分でのこの原則は実質的に消滅したようで
ある。また、資本維持の原則については、分配可能額が資本金を超える金額等に限定するということであ
れば、この原則は維持されていることになるが、最低資本制度の廃止によりこの原則も弱くなる。 
32 会社計算規則は、法務省令であり「会社法」という法律の委任を受けて成立したものであるが、会社法
の純資産の部の機能
．．．．．．．．
と計算規則による表示
．．．．．．．．．
とはそこにズレ
．．
があるように思われてならない。そのことが会
社法の純資産の部の理解をより難しくさせているように思われる。すなわち、計算規則は、会計表示を重
視したことから法律の委任を超えた内容
．．．．．．．．．．．
が含まれている
．．．．．．．
と考えられるのである。よってそこに純資産の機
．．．．．
能
．
とその表示
．．．．
との乖離をみる
．．．．．
のである。 
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問視され、資本金の存在（区分表示）さえ揺らいでいるのである33。 
 梅原（[2005],39 頁）は、こうした状況での区分表示の在り方について、次のようにその否
定的な見解を述べている。 
 「…現行制度において剰余金区別の要請を貫く必然性は乏しいという点である
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。既
に払込資本を維持するという制度的な保証はなく、それ以外の機能を論証することも
困難である。しかも剰余金区別の要請をみたすには、期中に認識した勘定科目を再分
類しなければならない。また自己株式のように、もともと剰余金区別にあてはまらな
い暫定勘定もある。 
 そうであれば、資本剰余金や利益剰余金といった資本の部の中区分をあえて設けず
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
に、むしろ期中取引や商法規定に従って処理された勘定科目をそのままに表示した方
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
が、より有用な情報を提供できるとも考えられる
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
。配当規制にも合致しない表示区分
を制度的に維持すべきかどうかについては、剰余金区別の本来的な機能に立ち返った
慎重な検討が必要であろう。…（傍点は筆者）」 
 すなわち、これまでの資本の意義が希薄化し、資本の部が、資本と利益を区別するための表
示でもなく、それはまた配当規制のための表示区分にも合致せず、そして会社財産額を確保し
資本維持を通じて債権者保護をなすこともない状況では、剰余金をあえて区分する必要性はな
い、とのことである。 
 では、この場合、計算規則が示す区分表示（表-6）は何を意味するであろうか。 
 多分、それは、資本の機能による関連付けなどとも関係はなく、単なる表示による情報提供だ
けの役割に留まるのではなかろうか。つまり、剰余金に算入した払込資本からの払戻しの額がい
くらなのか（その他資本剰余金）、資本準備金の取崩益なのか、自己株式の処分差益なのか、資
本金の払込資本と留保利益からの配当がいくらかを単に知らせるもの、としての役割である34。 
 ただ、このように区分表示と資本の機能がリンクせず各々別個のものとすれば、純資産の部
をより詳細に説明する企業情報の発信も可能となる。例えば、ASBJが 2005年（平成 17年）
12月に公表した企業会計基準第 6号「株主資本変動計算書に関する会計基準」に規定した「株
主資本等変動計算書」35が示すようにである。この計算書は、純資産の各部（剰余金、準備金、
                                                          
33 これまで資本制度について“揺らぎ”、また、“曖昧さ”等の表現を使い、“資本制度が崩壊した”とい
う表現は使っていない。それは、資本制度の崩壊については議論のあるところだからである。会計サイド
からは崩壊したと考えられているが、法律的には、配当規制や債権者保護手続きが存在していることから
資本制度は存続しているとみられる。 
34 万代（[2006]）は、第 65回日本会計研究学会の統一論題報告のなかで、利害調整の観点から会社法の
資本の部の表示について、①自己株式の会計、②払込資本の払戻しと留保利益の配当を区別するため、
③財務制限条項と 3つの意義を述べているが、これら 3つの意義は、資本の機能と表示の役割が一致する
ことを前提としているわけではなく、それらは各々金額を示すことで会計情報を提供するに過ぎないもの
ではないかと思う。 
35 会社法の施行により、いつでも剰余金の配当を決定でき、またいつでも株主資本を変動させることがで
き、さらには時価評価損益の項目が増加し純資産の部の変動要因が多くなったことから、貸借対照表や損
益計算書とならび第 3の財務諸表として、従来の利益処分計算書に代わり、法制度上、作成義務が課せら
れたものである（会社法 435条②、計算規則 91条①、内容は、計算規則 127条）。 
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繰越利益、その他の評価差額）の金額に対する明細表としての役割を持つものであり、そこで
は純資産の部の各々の金額について期中における源泉別変動を含めた説明がなされ、それらは
また、貸借対照表や損益計算書の金額とも連携している。 
 今後、純資産の部の表示は、法制度上の要請から、また利害関係者に対する説明責任の担保
としての多くの情報提供が求められるが、資本制度が崩壊しつつある現況では資本の機能を表
現することはなく、純資産の部独自な情報発信だけがそこでは求められるのである。 
 
6. むすび 
 平成 13年改正商法の前後、そして平成 18年 5月の会社法施行にいたるまでを中心に貸借対
照表上の資本の部の表示形式の変化について考察をしてきた。本来、資本の部の表示形式は、
資本がもつ特質と軌を一にし、その具体化された“姿=カタチ”としてあらわされるが、この
期間の商法から会社法への一連の改正のなかで、これまでの資本制度が揺らぎ、資本の特質と
それをあらわす区分表示とが一致しなくなってきた。 
 こうした資本の部の表示が不自然な状況において、そこでの資本の部の表示の意義は何に求
められるのであろうか。 
 本来の資本の意義が希薄化し、資本の部が、資本と利益を峻別するものでもなく、会社財産
額を確保し資本維持を通じて債権者保護をなすこともない状況では、それは、単なる表示によ
る情報提供に留まるものではなかろうか。すなわち、剰余金に算入した払込資本からの払戻し
の額がいくらか（その他資本剰余金）、それは、資本準備金の取崩益なのか、自己株式の処分差
益なのか、資本金の減少分か、また各々の剰余金の変動分かを単に知らせる役割としてであ
る。 
 
 
【資料】 
 
 桜井（[2006],281-284頁）を要約すると次のようになる。 
 
  分配可能額 ⇒ 剰余金の配当として株主に交付する金銭等の総額が分配可能額を超える 
         ことを禁止。 
  分配可能額 
  ⅰ剰余金 
  ⅱ臨時計算書類の損益計算書に計上された当期純利益 
  ⅲ臨時決算の期間内に自己株式を処分した場合における当該自己株式の対価 
 
  以上の金額から 
 以下の部分を差し引く 
 
  ⅰ自己株式の帳簿価額 
  ⅱ最終事業年度の末日後に自己株式を処分した場合における当該自己株式の対価 
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  ⅲ計算規則 186条に定められた額（のれん調整額等に係る額） 
  ⅳ剰余金の配当に伴って積立てられる準備金 
  
  計算規則 186条…分配可能額からの控除項目、①～⑩号まで規定しているが主なものは下 
 記の通り 
  
ⅰ） 事業年度末の貸借対照表における資産の部に計上したのれんの額の 2分の１と繰延資
産の合計額（のれん調整額）が資本金と準備金の合計額を超える場合、その超過額を分
配可能額から除外することを求めている。 
      ⇒のれん調整額は、状況次第では配当財源にはならない 
  
ⅱ） 事業年度末の貸借対照表に計上されたその他の有価証券評価差額金と土地再評価差額
金が借方残高（マイナス）のとき、その評価差損の額を分配可能額から除外する。 
  
ⅲ） 連結計算書類を作成している株式会社は子会社の業績不振により、事業年度末の連結
貸借対照表の株主資本（評価損とのれん調整額を除く）を下回る場合、その差額を分配
可能額から除く 
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